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監査役会による「融資証明書」に関する調査報告書公表のお知らせ 
  
2022年 6月 27日付け適時開示「第 102回定時株主総会の継続会の開催方針に関するお知らせ」にてお伝え

しましたとおり、日本取引所自主規制法人による往査で社内帳票等の調査が行われ、その中で融資金額 100 

億円と記載された「融資証明書」（以下「本書」といいます。）が発見されました。このことを受けて、当社で

は、監査役会による本書に関する調査（以下、「本調査」といいます。）が行われておりました。 

その後、同年 7月 6日付け適時開示「（開示事項の経過）監査役会による継続調査及び特別損失の計上に関

するお知らせ」にてお伝えしましたとおり、本調査の一環として、会社から独立した中立・公正な外部専門家

を活用した調査を実施し、外部専門家調査結果を踏まえて、監査役会において調査報告書を取り纏め、2022

年 7月下旬迄に調査報告書を公表することを予定しておりました。 

しかしながら、同年 7月 29日付け適時開示「（開示事項の経過）監査役会による調査報告書の公表延期に関

するお知らせ」にてお伝えしましたとおり、外部専門家調査として委嘱した藤井寿弁護士・菅沼匠弁護士・南

史人弁護士による調査報告書（以下、「外部専門家による調査報告書」といいます。）を踏まえて、監査役会と

して調査報告書を作成するにあたり、法令解釈や事実のあてはめについて、当社顧問弁護士にも意見を求めた

ところ、複数の法律専門家から意見聴取したうえで、より慎重に判断するべきとの助言が当社にあったことか

ら、監査役会による調査報告書の公表を１週間延期し、大下良仁弁護士から意見書（以下、「意見書」といい

ます。）を取得することを決定しました。 

その後、監査役会として、外部専門家による調査報告書及び意見書を踏まえて、慎重に検討した結果、アン

セム ウォン代表取締役（当時）による本書の作成行為につき、任務懈怠責任等の法的責任が生じることはな

いと判断し、本日開催の取締役会において、監査役会より「監査役会による「融資証明書」に関する調査報告

書」（以下、「本報告書」といいます。）が提出されました。 

本報告書の提出を受けて、取締役会として、法的責任は認められないもののアンセム ウォン取締役及び徐

天雄取締役に対して口頭注意がなされました。 
なお、監査役会においては、件外調査（本件と類似・関連した案件を含むがこれに限らない。以下、「件外

調査」といいます。）を継続しており、件外調査の結果、当社の内部管理体制に影響を及ぼす事実が発見され

た場合には、再度、当該事実に対して原因分析を行い、再発防止策を公表いたします。 

 

別紙：監査役会による「融資証明書」に関する調査報告書 

   外部専門家調査として委嘱した藤井寿弁護士・菅沼匠弁護士・南史人弁護士による「調査報告書」 

  大下良仁弁護士による「意見書」 
 以 上 
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